
様式第１号 

 

用地調査等特記仕様書 

 

 

  年  月  日  

 

 

 受注者 住 所 

        氏 名        様 

 

 

事務所長 

 

用地調査等標準仕様書【調査業務】第１条第２項に規定する特記仕様書を下記のとおり

定める。  

 

記 

 

事務委託名  

（事業名）  

（路線・河川名）  

（箇所名）  

 

項目 特記事項 
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様式第２号 

 

貸与品等受領書 

 

 

 

年  月  日  

 

 

      事務所長 様 

 

 

                                              受注者 住 所 

                                                      氏 名 

                           主任技術者 

 

 下記のとおり貸与品等を受領しました。 

 

業 務 名  契約年月日     年  月  日 

品   目 規     格 単 位 数  量 備     考 

     

     

     

     

     

     

     

     

 注 貸与品等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。 
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様式第３号 

 

貸与品等精算書 

 

 

年  月  日  

 

 

      事務所長 様 

 

 

                                              受注者 住 所 

                                                     氏 名 

                           主任技術者 

 

 下記のとおり貸与品等を精算します。 

 

業 務 名  契約年月日     年  月  日 

品  目 規 格 単位 

数     量 

備     考 貸与等 

数 量 

使 用 

数 量 
残数量 
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様式第４号 

 

貸与品等返納書 

 

 

年  月  日  

 

 

      事務所長 様 

 

 

                       受注者 住 所  

                                                      氏 名 

                           主任技術者 

 

 下記のとおり貸与品等を返納します。 

 

業 務 名  契約年月日 年  月  日 

品  目 規     格 単 位 数  量 備     考 

     

     

     

     

     

     

     

     

 注 貸与品等の交付又は貸与の区分を備考欄に記入する。 
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様式第５号 

 

年  月  日  

 

 

      事務所長 様 

 

 

                                            受注者 住 所 

                                                    氏 名 

                          主任技術者 

 

 

障害物伐除報告書 

 

   年  月  日契約の              のため、障害物を伐除したの

で別紙調査表を添えて報告します。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 別紙調査表は、立竹木要領様式第１号立竹木調査表等に準じて作成するものとする。 
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様式第６号-1 

移転工法認定報告書 

 

  年  月  日  

 

 

                 様 

 

 

 

                                受 注 者 住 所    

 

                                受注者氏名及び 

                                代 表 者 名                  印 

 

 

 

 下記のとおり移転工法を認定しました。 

 

     認定工法                               

 

建物等の所有者  

所 在 地  

構 造 ・ 用 途  

規 模  

 

 

 

１ 概要 
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２ 調査事項 

 

(１) 地域の用途的特徴及び建物の立地状況 

 

(２) 隣接地及び周辺の利用状況 

 

(３) 公法上の規制 

 

(４) 土地の面積、形状及び利用状況 

 

(５) 建物の構造、規模、用途及び等級 

 

(６) 建物の建築年月日及び維持保存の状況 

 

(７) 土地と建物の関係位置 

 

(８) 営業所については上記事項のほか次の事項 

 

ア 業種 

 

イ 沿革及び特殊性 

 

ウ 財務状況 

 

エ 組織及び従業員数 

 

オ 取引形態及び生産方式 

 

カ 生産方式（図式） 

 

キ 営業の季節的変動 

 

ク 建物と機械工作物の関係位置 

 

ケ その他必要な事項 

 

(９) その他必要な事項 
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３ 土地の取得の事項及び変更事項 

 

(１) 土地の取得の面積及び一団地に対する割合 

 

(２) 残地の面積及び形状 

 

(３) 支障となる建物棟数及び付属設備等の状況 
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４ 移転工法の検討 

 

(１) 文化財保護法等の指定の有無 

 

(２) 除却の可否 

 

(３) 残地の状況 

 

 (４) 残地内工法の有形・機能・法制的検討 

工法の種別 検討内容 問題点 

ア   

イ   

ゥ   

エ   

 

（注） 移転工法の検討は、標準工法別に検討内容を説明し、その工法を採用する場合に支障となる 

問題があるときは、その問題点を具体的に説明する。 
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５ 移転工法認定説明 

 栃木県施行の公共事業に伴う損失補償基準の運用方針第16に基づき移転工法の認定を行った。 

 

(１) 復元工法の採用 

 

(２) 除却工法の採用 

 

(３) 残地内工法の採用 

  

  ア 曳家工法 

 

  イ 改造工法 

 

  ゥ 再築工法（同種同等） 

 

  エ 再築工法（照応建物） 

  

(４) 残地内における合理的な工法の経済比較 

 

(５) 残地内における合理的な工法と構外再築工法の補償総額による経済比較 

 

 

    以上により、当該支障建物の移転工法は、 

 

                       と認定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 移転工法認定説明は、移転工法別に経済比較、従前との価値及び機能維持等を総合的に 

検討し、最も合理的かつ経済的と判断された移転工法について説明をする。 

２ 移転工法認定は、営業補償等の関係で複数工法の認定もあり得る。 

 

様式-10



６
 
移
転
工
法
別
補
償
額
 

 

 
 
 
 

補
償
区
分
 

 移
転
工
法
の
種
別
 

建
物
 

補
償

額
 機

械
設
備
等
 

補
償

額
 工

作
物
 

補
償

額
 立

竹
木
 

補
償

額
 営

業
 

補
償

額
 仮

住
居
 

補
償

額
 

（
仮
施
設
）
 動

産
 

補
償

額
 移

転
雑

費
 

補
償

額
 そ

の
他
 合

 
計
 摘

要
 

(１
) 

 
 
工
法
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 補

償
額

の

内
訳

は
別

添
の

と
お

り
建

物
は

１
棟

ご
と

機
械

設
備

等
は

１
施

設
ご

と
と

す
る
。
 

(２
) 

 
 
工
法
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(３
) 

 
 
工
法
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(４
) 

 
 
工
法
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
 

①
 

②
 

③
 

④
 

計
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７ 添 付 書 類 

 

(１) 添付図書（配置図等） 

 

 

 

 

 

 

(２) 参考法令（条文を含む。） 

 

 

 

 

 

 

(３) その他（補償額内訳書等） 
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※３  補償総額による経済比較

※４

※３ 　残地内工法における最も合理的な工法と構外再築工法について経済的検討を行い、通常妥当な移転先と通常
妥当な移転工法を認定するものとする。ただし、残地内に支障物件以外で多数の物件が存在するなど構外再築
工法による算定が残地内工法による算定より明らかに高価と想定される場合には、経済比較を省略できるもの
とする。この場合、様式第６号－１　５　移転工法認定説明において理由を明記すること。

①　残地内工法   … 建物移転料＋その他通損補償費＋残地補償（※４）・残地工事費（残地価額を上限とする。）

②  構外再築工法 … 建物移転料＋その他通損補償費＋残地価額（※４）（従前地の土地単価により算定した額。）

　借地権等の場合は、残権利の損失額等とする。

残地内工法
【採用：　　　　　】

構外再築工法

※１ 　有形・機能・法制的検討は、残地において考えられるすべての工法について検討をするものとする。ただ
し、改造工法においては、改造部分が建物延床面積の概ね30パーセントを超えない範囲で検討するものとす
る。

※２ 　※１の検討で可能と認められるいくつかの工法について、それぞれの工法の建物移転料とその他通常生ずる
損失補償（営業補償を含む。）の合計額により経済比較を行い、残地内工法における最も合理的な一つの工法
を認定するものとする。

残地補償・残地
工事費を加える

残地価額を加える

（￥　　　　　　） （￥　　　　　　）

Yes No

①残地内工法        ②構外再築工法

曳家工法

※１ 改造が可能
（￥　　　　　　）

Yes

改造工法

構内再築が可能
（同種同等 ・ 照応）

（￥　　　　　　）

構内再築工法（ 同種同等 ・ 照応 ）

（￥　　　　　　）

曳家が可能 採用できる残地内工法の経済比較

除却ができる
Yes

除却工法

No

残地がある
No

構外再築工法

Yes

　　有形・機能・法制的検討を加えた
　上で残地内における合理的な工法が
　ある。

No

※２  残地内工法の決定

No

様式第６号-2
移転工法認定フロー

ＳＴＡＲＴ 曳家工法

Yes

文化財保護法等
の指定がある

Yes
曳家ができる

No
復元工法
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様式第７号-1

整 理 番 号

所 在 地

土地所有者

建物所有者

主たる用途

事 業 用 地

面 積 (B)

残地又は建築

可 能 面 積 (C)

業　　種

従業員数

一か月の
売　　上

建 築 可 能

延 べ 面 積

給　　料

 検討結果

計

円固定経費

営　　　　業　　　　の　　　　実　　　　態

収　　益

特記事項

残 地 建 築

可 能 面 積

敷地面積(A)
事業用地率

(B) / (A)

計

(４)

(３)

(２)

(１)

二階面積

検討月日 検 討 者

延べ面積

家 族 人 数

建 ぺ い 率用 途 地 域

建物の構造概要 一階面積 三階面積

円

計画概要表（検討資料）

円

円

占 有 者

そ の 他容 積 率
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・
　
  
  
㎡

１
．
残
地
実
測
図

２
．
図
上
求
積

計
画
道
路
等

３
．
そ
の
他

郡
・

区
・

私
・

ｍ

42
条
2項

　
　
　
　
　
  
  
  
  
年
 　

月
 　

日

道
　
　
　
路
  
  
  
  
  
  
  
（
第
　
　
　
号
）

道
路
後
退
距
離
  
  
  
  
  
  
  
  
 
  
  
  
ｍ

都
市
計
画

防
火
指
定

22
条
・
23
条

指
定
地
域

建
ぺ
い
率

角
地
適
用

容
積
率

絶
対
高

建
築
協
定

壁
面
後
退

斜
線

北
側
斜
線

隣
地
斜
線

道
路
斜
線

（
 図

 示
 ）

計
画
概
要
表

様
式
第
７
号
-2

用
途

（
機

能
）

に
係

る
も

の

構
造

（
基

礎
）

に
係

る
も

の

そ
の

他

所
在
地

残 地 面 積 等 の 確 認

設
備

に
係

る
も

の

（
　
）
％
　
敷
地
に
二
以
上
の
地
域
・
地
区
の
あ
る
場
合
（
　
）
％

有
　
・
　
無
　
（
条
件
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

（
　
）
％
　
敷
地
に
二
以
上
の
地
域
・
地
区
の
あ
る
場
合
（
　
）
％

有
　
・
　
無
　
（
　
　
　
　
　
）
ｍ

有
　
・
　
無
　
（
  
  
  
  
  
  
  
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
）

有
　
・
　
無
　
（
  
  
  
  
  
  
  
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
）

建 築 基 準 法 関 係

区
域

内
・

区
域

外
・

市
街

化
区

域
・

市
街

化
調

整
区

域

区
域
・
地
区

第
一

種
住

専
・

第
二

種
住

専
・

住
居

・
近

隣
商

業
・

準
工

業
・

工
業

工
業
専
用
・
特
別
用
途
地
区
（
　
　
　
　
　
　
　
　
 ）

 無
指
定

高
度
地
区
（
　
　
）
種
・
美
観
地
区
・
風
致
地
区
第
（
　
　
）
種

防
火
・
準
防
火
・
無
指
定

防
火
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
範
囲

特
　
　
　
記
　
　
　
事
　
　
　
項

建
物
所
有
者

土
地
所
有
者

道 路 関 係

敷
地
に
接
面

す
る
道
路

様式-15



階
室
　

　
名

面
　
　
積

階
面
　
　
積

増
　
　
減

階
面
　
　
積

増
　
　

減
階

面
　
　
積

増
　
　
減

  
  
  
  
①

Ｂ
　
　
　
　
　
　
　
　
案

Ｃ
　
　
　
　
　
　
　
案

備
　
考

建 物 No
.

現
状
建
物

Ａ
　
　
　
　
　
　
　
案

１
階

床
面

積

２
階

床
面

積

３
階

床
面

積

４
階

床
面

積

様
式
第
７
号
-3

面
積
比
較
表

面
積

増
減

率
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
％

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
％

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
％

建
物

延
べ

面
積
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Ａ
　
　
　
　
　
　
　
案

Ｂ
　
　
　
　

　
　
　
案

Ｃ
　
　
　
　
　
　
　
案

敷
地
面
積

建
ぺ
い
率
（
　
　
％
）

  
  
  
  
  
  
  
  
 ・

  
  
  
  
％

  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
・
 
 
 
 
 
 
 
 
％

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・
 
 
 
 
 
 
 
％

㎡
容
積
率
（
　
　
　
％
）

  
  
  
  
  
  
  
  
 ・

  
  
  
  
％

  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
・
 
 
 
 
 
 
 
 
％

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・
 
 
 
 
 
 
 
％

（
　
・
　
）

建
物
（
計
画
）
延
べ
面
積

  
  
  
  
  
  
  
  
 ・

  
  
  
  
㎡

  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
・
 
 
 
 
 
 
 
 
㎡

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・
 
 
 
 
 
 
 
㎡

面
積
増
減
率

・
　
  
㎡
 （

 　
・
　
％
）

・
　
  
㎡
 
（
 
　
・
 
 
％
）

・
　
 
 
㎡
 
（
 
　
・
　
％
）

総
  

 合
  
 判

  
 断

判
　
　
　
　
　
　
　
　
定

項
　
　
　
　
　
　
　
目

建
築
基
準
法
そ
の
他
法
令
上
の
問
題
点

様
式
第
７
号
-4

計
画
概
要
比
較
表

 （
Ｍ
）

 （
Ｄ
）

平
面
計
画
上
の

  
  
  
メ
リ
ッ
ト
及
び
デ
メ
リ
ッ
ト

  
  
  
メ
リ
ッ
ト
＝
 （

Ｍ
）

   
  
  
デ
メ
リ
ッ
ト
＝
 （

Ｄ
）
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様
式
第
８
号
-2

工
作

物
所

有
者

の
住

所
氏

名

形
　
状
　

寸
　
法

単
　
位

金
　
　
額

備
　
考

数
　
　
量

単
　
　
価

工
作
物
補
償
額
算
定
書

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

￥
　
　
　
　
　
　
　
　
　
－

工
作
物
の
所
在
地

種
　
　
　
別
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様式第12号-1

（自家・家主）

貸家

貸間

注　調査を行った項目についてのみ記載する。ただし、「配偶者居住権の有無」「上記認定理由」は、必ず

　調査結果を記載する。

配 偶 者 居 住 権 者
の 住 所

居 住 年 月 日
不明の時
は 推 定

年　　月　　日

建物の居住者

年　　月　　日

年　　月　　日

続　　柄

世帯主

氏　　名 生　年　月　日

建 物 所 有 者
氏 名 又 は 名 称

法人を代表する者
の 氏 名 及 び 住 所

電話
番号

土 地 の 所 有 者
住 所 ・ 氏 名

調査者

建 物 所 在 地

建 物 所 有 者 住 所

整　理
番　号

勤　務　先
所　在　地

職　　業

居　住　者　等　調　査　表

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

建物取得年月日
不明の時
は 推 定

年　　月　　日
建 物 の
取 得 方 法

調　査
年月日

建物に借家・借間人が居住している場合

貸　　主 家　賃
権利金
敷　金

契　約
年月日

契約書
の有無

貸家

貸間
面積

借家

借間
人氏名の別

円 ㎡ 円 有・無

戸 籍 簿 等 の 調 査

使 用 状 況

摘 要

住 居 面 積

配偶者居住権に関する調査結果

配 偶 者 居 住 権 の
有 無

上 記 認 定 理 由

配 偶 者 居 住 権 者
の 氏 名

存続
期間

権利の
始期

終身・　　　年有・無
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様式第12号－２

（借家・借間）

勤　務　先
所　在　地

入居
期間

年

備 考 家賃差について、特記すべき事情がある場合は、当該欄に記載する。

年　　月　　日

年　　月　　日

居　住　者　等　調　査　表

職　　業

使 用 状 況 　入居日

借 家 ・ 借 間
契 約 年 月 日

年　　月　　日
契約
期間

年

賃貸借契約
書、住民票
等の有無

借 家 面 積 借 間 面 積 ㎡ 住 居 面 積 ㎡

家 主 氏 名
家 賃
（共益費）

月 円
権 利 金
敷 金

円

調査者
調　査
年月日

整　理
番　号

住 所

氏 名
又 は 名 称

続 柄

世帯主又は
法人を代表
する者

電話
番号

氏　　名 生　年　月　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日
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様式第15号-1

　□ その他の資料

　□ 特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書（控）、源泉徴収簿等）

　□ 消費税簡易課税制度選択不適用届出書

　□ 消費税の新設法人に該当する旨の届出書

　□ 特定新規設立法人に該当する旨の届出書

　□ 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書

　□ 高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書

　□ 適格請求書発行事業者登録に係る取消届出書

　□ 適格請求書発行事業者登録に係る通知書

　□ 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」

　□ 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」

　□ 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」

　　□　家事共用資産

氏　名　又　は
法人・代表者名

基準期間

前年（個人）又は
前事業年度

　　□　事業用資産

調
査
・
収
集
し
た
資
料

　□ 消費税課税事業者選択届出書

　□ 消費税課税事業者選択不適用届出書

消　費　税　等　調　査　表

調 査 対 象 物 件 名 ・ 用 途 調査対象物件の資産の区分

住　　　所

　　　　　都道　　　　　　郡　　　　　　　　　　　　　町
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区
　　　　　府県　　　　　　市　　　　　　　　　　　　　村　　　　　　　大字

調査対象者

調査者 年月日

　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

　□ 法人設立届出書

　□ 個人事業の開廃業等届出書

　□ 消費税課税事業者届出書（特定期間用）

　□ 消費税簡易課税制度選択届出書

　□ 消費税課税事業者届出書
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様式第15号-2

 　　　　　　円× (１－０．　　　　　　　　) ＝

 消費税等相当額× (１－補償用課税売上割合又は共用資産の承認割
合)

資 料

補 償 用

課税売上割合

補償用課税売
上割合の算出
①／ (②＋③ )

補償用課税売
上 割 合 の 額

 ③ 土地買収代金額等
 　 (区分地上権、地役権設定代金を含む)

 ① 課税資産の譲渡等の対価の額（税抜き）

 ② 資産の譲渡等の対価の額（税抜き）

補償用課税
売上割合率

補償用課税
売上高の額

 □　９５％未満である（下記へ）

前年又は事業年度の
「消費税及び地方消費
税確定申告書(控)」

 □　一括比例配分方式を採用している
　　（一括比例配分方式へ）

　    　　　　　　　 円 

一括比例配分
方 式

補償用課税売
上 割 合 の 率

採 用 方 式

個別対応方式

個別対応方式
の 共 用 資 産

補償対象物件

 □　イ　課税売上にのみ対応するもの

 □　ロ　非課税売上にのみ対応するもの

 □　イ及びロに共通するもの（下記へ）

②　　　　　　　円＋③　　　　　　　円

＝　　　　　　　　　％

　    　　　　　　　 円 

　    　　　　　　　 円 

 □無

 「消費税課税売上割合に準ずる割合の適用承認
書類」の有無及び承認割合について
※本資料は補償対象物件が共用（課税・非課税）
資産である場合のみ収集する。

□有（個別対応方式の共
　　　用資産へ）

□無（下記へ）

本
　
　
則
　
　
課
　
　
税
　
　
事
　
　
業
　
　
者
　
　
関
　
　
係

一
部
補
償  消費税等相当額× (１－補償用課税売上割合)

 　　　　　　円× (１－０．　　　　　　　　) ＝

 □　９５％以上である

 □　個別対応方式を採用している
　　（個別対応方式へ）

 □　５億円超えである（下記へ）

 □　５億円以下である

①　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 前年（個人）又は全事業年度の
 「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」

 □有（下記へ）
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様
式
第
15
号
-
3

消
費
税
等
相
当
額
補
償
の
要
否
判
定
フ
ロ
ー
（
標
準
）

【
表

－
３

に
よ

る
】

（
注

）
①

　
消

費
税

等
相

当
額

と
は

、
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
相

当
額

を
い

う
。

　
　

　
②

　
上

記
フ

ロ
ー

は
、

消
費

税
等

相
当

額
補

償
の

要
否

判
定

の
目

安
で

あ
る

た
め

、
収

集
資

料
等

に
よ

り
補

償
の

要
否

を
個

別
に

調
査

・
判

断
の

上
、

適
正

に
損

失
の

補
償

等
を

算
定

す
る

も
の

と
す

る
。

 
　

 
 
 
③

　
消

費
税

等
相

当
額

の
要

否
判

定
経

路
を

朱
書

き
等

で
記

入
す

る
も

の
と

す
る

。

ST
AR

T

法
人

か
基

準
期

間
の

課
税

売
上

高
が

1
,0

00
万

円
以

下
か

個
人

事
業

者
の

事
業

用
資

産
か

課
税

事
業

者
を

選
択

し
て

い
る

か
、

又
は

適
格

請
求

書
発

行
事

業
者

の
登

録
を

受
け

て
い

る
か

特
定

期
間

の
課

税
売

上
高

又
は

給
与

等
支

払
額

総
額

が
1
,0

00
万

円
以

下
か

基
準

期
間

の
課

税
売

上
高

が
5
,0

00
万

円

以
下

か

簡
易

課
税

制
度

を
選

択
し

て
い

る
か

課
税

売
上

割
合

が
95
％

以
上

か
つ

課
税

売
上

高
が

５
億

円
以

下
か

消
費

税
等

相
当

額
の

全
部

を
補

償
消

費
税

等
相

当
額

の
補

償
不

要
消

費
税

等
相

当
額

の
一

部
を

補
償

仕
入

控
除

税
額

の
計

算
方

法
は

、

個
別

対
応

方
式

か

課 税 仕 入 れ 等 に 係 る

消 費 税 額 を 区 分 す る

イ
課

税
売

上
げ

に
の

み
対

応
す

る
も

の
か

ロ
非
課
税
売
上
げ
に
の
み
対
応
す
る
も
の

か ハ
イ

及
び

ロ
に

共
通

す
る

も
の

か

NO

〔
家

事
用

資
産

〕

YE
S

〔
免

税
事

業
者

〕

N
O〔

課
税
事

業
者

〕

Y
ES

〔
一

括
比

例

配
分

方
式

〕

Y
E
S

Y
ES

Y
E
S

Y
ES

Y
ES

Y
ES

Y
ES

N
O

N
O

N
O

N
O N
O

N
O

N
O
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様
式
第
16
号
-1

所
在

地

名
称

及
び

代
表

者

業
種

製
造

、
加

工
販

売
等

品
目

原
材

料
、

製
品

及
び

商
品

の
種

類

主
 な

 仕
 入

 先
　
　
  
販
 売

 先

㎡
事
業
用

・
地
面
積

（
Ａ

）
（
Ｂ
）

用
途
地
域

容
積
率

特
記

事
項

移
転

工
法

検
討

上
留

意
す

べ
き

事
項

敷
地

面
積

用
途
地
域
等
の

公
法
上
の
規
制

建
ぺ
い
率

そ
　
の
　
他

(B
)／

(A
)

企
業
概
要
書

組 織 図 製 品 等 の 製 造 工 程 流 れ 図

㎡

・
％
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様
式
第
16
号
-2

項
　
　
　
目

Ａ
　
　
　
　
　
　
　
　
案

Ｂ
　
　
　
　
　
　
　
　
案

Ｃ
　
　
　
　
　
　
　
　
案

移
転

計
画

の
特

長

（
メ

リ
ッ

ト
）

移
転
計
画
の
問
題
点

（
デ

メ
リ

ッ
ト

）

移
転

費
用

概
算

額

総
合

判
断

移
転

計
画

の
概

要
（
建
物
、
機
械
設
備

等
の

移
転

方
法

及
び

移
転

期
間

）

移
転
工
法
（
計
画
）
案
検
討
概
要
書
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様
式
第
16
号
-3 項
　
　
　
目

Ａ
　
　
　
　
　
　
　
　
案

Ｂ
　
　
　
　
　
　
　
　
案

Ｃ
　
　
　
　
　
　
　
　
案

主
た

る
工

作
物

（
機
械
設
備
等
）
の
移
転

範
囲
及
び
方
法
（
機
種
名
、

概
算

額
そ

の
他

）

敷
地

内
の

動
線

（
駐
車
場
、
緑
地
、
原
材
料
、
製
品

等
の
置
場
面
積
の
確
保
状
況
）

営
業
補
償
等
に
係
る
も
の

（
休
業
す
る
部
門
補
償
概

算
額

、
そ

の
他

）

移
転
対
象
建
物
の
範
囲
及
び

移
転
の
方
法
（
補
償
建
物
の

棟
数
、
面
積
、
概
算
額
、
そ
の
他
）

移
転
工
法
（
計
画
）
各
案
の
比
較
表
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様式第17号-1

　　　　年　　月　　日

　上記のとおり指示します。 総括監督員     

主任監督員

監督員

　上記指示を確認しました。 主任技術者

　　年　　月　　日 担当技術者

用地調査等業務の施行に関する指示書

指示事項

路線名

受注者名

業務委託名

箇所名
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様式第17号-2

　　　　年　　月　　日

上記のとおり協議しました 総括監督員     主任技術者

　　年　　月　　日 主任監督員 担当技術者

監督員

業務委託名

実施場所

協議内容

路線名

摘　　要

用地調査等業務の施行に関する協議書

箇所名
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様式第17号-3

　　　　年　　月　　日

　上記のとおり承諾願います。 主任技術者

担当技術者

　上記のとおり承諾します。 総括監督員     

　　年　　月　　日 主任監督員

監督員

承諾事項

路線名

用地調査等業務の施行に関する承諾書

受注者名

業務委託名

箇所名
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様式第 18号 

補 償 説 明 記 録 簿 

 

業 務 名  

路線・河川名  箇 所 名  

 

権利者氏名  権利者住所  

説明年月日  時   間  

説 明 場 所  

出

席

者 

相手方  

説明者  

（説明内容、質疑等） 

（特記事項） 

 

総括監督員 主任監督員 監督員 

 

主任技術者 担当技術者 
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様式第 19号 

概況ヒアリング記録簿 

 

業 務 名  

路線・河川名  箇 所 名  

 

年 月 日  

場    所  

出 

席 

者 

発注者側  

受注者側  

（内 容） 

 

総括監督員 主任監督員 監督員 

 

主任技術者 担当技術者 
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様式第 20号 

補償説明結果報告書 

 

業 務 名  

路線・河川名  箇 所 名  

 

権利者氏名  権利者住所  

説 

明 

経 

過 

説明年月日 説明事項 

１ 年  月  日   

２   年  月  日   

３   年  月  日   

４   年  月  日   

５   年  月  日   

説 
明 

結 

果 

（説明内容に対する権利者の理解状況、意見、主張等） 

特
記
事
項 
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